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第1節　はじめに

　『ポスト・ケインズ派経済学入門』（Eichner (ed.) (1978)）の所得分配の章（Kregel (1978)）において、ポスト・ケインズ派の所得分配理論の「2つの基本的な出発点」として、ケインズの『貨幣論』と共に、「おそらくより重要なもの」としてカレツキ（Michał Kalecki, 1899-1970）の研究が挙げられている。このようにポスト・ケインズ派の所得分配理論の基礎を築いたとされるカレツキの所得分配理論については、これまで数多くの研究者によって論じられてきた
。
　一方、カレツキはケインズの『一般理論』とは独立にかつ先行して「有効需要の原理」に到達したとしても知られており、『景気循環理論』（Kalecki (1933a)）がその最初の本格的な理論的成果とされる。しかしながら、同書はポーランド語で書かれており、その英語への抄訳
が1966年に出版されたものの、全訳は1990年に刊行が開始された英語版カレツキ全集を待たねばならなかった。英語で『景気循環理論』の全貌が明らかになったことにより多くの研究が誘発されたが、所得分配理論の観点からはあまり注目されてこなかったように思われる。また、理論経済学の範疇としての所得分配理論は政治経済学の範疇としての階級闘争と結び付いているところ、カレツキに関してこの主題はあまり論じられてこなかったように思われる
。

　本報告は、所得分配及び階級闘争の観点から『景気循環理論』を検討するとともに、特に政治経済学の範疇としての階級闘争からカレツキの業績を振り返るものである。

第2節　『景気循環理論』における階級闘争観

　カレツキの『景気循環理論』の検討にあたり、それに対する批判への反論を利用するのが有用であろう。ワルシャワ大学の数学の教授でポーランド共産党員でもあるライヒマンが、『季刊統計学』に「景気循環の数学的理論の一つに対する批判的検討」を発表し、これに対してカレツキは同誌の次号に「アレクサンダー・ライヒマンによる「景気循環の数学的理論の一つに対する批判的検討」への答弁」（Kalecki (1933b)）を発表した。さらにこれに対してライヒマンはポーランド自由大学の講師でポーランド共産党員でもあるフォーゲルソンとともに同誌の1年後の号に「景気循環の数学的理論の一つに対するもう一つのコメント」を発表した［Osiatyński (1990), p. 443, p. 480］。

　オシャティンスキは次のようにライヒマンの主張を紹介する。「この命題はライヒマン、次いでフォーゲルソンとライヒマンによって厳しく批判された。「批判的検討」の330頁でライヒマンはカレツキの結論を引用して次のように問う。「では賃金闘争は？　今日全ての資本家が全ての労働者に賃金引下げを押し付けているとしたら、何が起こるであろうか？」。そしてカレツキの主張を検討した後、次にように結論付ける。「この景気循環決定論においては有効な（即ち資本家利潤を引き下げる）賃金闘争の余地が無い」と」［Osiatyński (1990) p. 478］。ここでライヒマン（及びフォーゲルソン）によって批判の対象とされたカレツキの命題とは、「景気循環における総産出に占める粗利潤の割合の変動は賃金闘争とは独立である。資本家は労働者の賃金を引き下げることによって不況期において彼らの社会所得の割合を増やすことは出来ず、労働者は賃金を引き上げることによって好況期において彼らの社会所得の割合を増やすことは出来ない」［Kalecki (1933a); CWMK, I, p. 100］というものである。以下、「答弁」におけるカレツキの反論を見ることにしよう。

　カレツキの引用によると、「カレツキの著作の最後におけるセンセーショナルな主張は、本質的に同様にセンセーショナルな仮定から直ちに導き出される」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 109］とライヒマンはカレツキを批判する。ここでの仮定は以下のようなものである。a) 閉鎖経済を考察（政府財政と外国貿易は捨象する）、b) 労働者は貯蓄しない、c) 在庫は景気循環を通じて一定である、d) 資本家消費は総実質利潤と増減を共にする、e) 投資財生産は過去における投資注文によって決定される。以上の仮定より、以下の命題が直ちに導き出される。aとbより粗蓄積（資本家貯蓄）は投資財生産と在庫増に等しくなる。cより粗蓄積は投資財生産に等しくなる。dより総実質利潤は投資財生産の関数となる。eより所与の時点における総実質利潤は過去における投資によって決定されることとなる。そして、「これらの仮定のうちどれが「センセーショナル」と見なされうるのか知りたいものである」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 110］とカレツキは反論する。

　続いてカレツキは賃金引下げが資本家利潤に与える効果について、短期と長期に分けて論じる。まず短期について。資本家が労働者の賃金を引き下げてその分利潤を増やすためには、資本家全体として、資本家消費と投資財生産の合計を、賃金引下げの合計に等しいだけ増やさねばならないが、それは不可能であるとカレツキは主張する。なぜならば、投資財生産は過去の投資注文によって決定されているので変更不能であり、資本家消費と投資財生産との合計であるところの利潤は投資財生産の関数であるので資本家消費も変化しないからである。

　続いて長期について。ここでカレツキは所与の時点における投資注文量は予想純収益性に依存し、予想純収益性は既存設備の粗収益性と利子率に基づいて推計されると仮定する。ここで総資本設備量をK、粗利潤をP、利子率をi、投資注文量をIとすると、投資活動I/Kは粗収益性P/Kの増加関数で利子率iの減少関数となる。さらにiもP/Kの関数であるのでI/KがP/Kだけの関数であるとすると、増加関数になるはずである。さてそうなると、利潤Pは過去における投資注文量Iによって決定されており、また所与の時点の資本設備量Kも過去における投資注文量Iによって決定されていることから、所与の時点における投資注文量Iは過去における投資注文量Iによって決定されることとなる。したがって賃金闘争は将来の投資財生産にも、よって実質利潤にも影響を与えないこととなる。
　では、労働者実質所得（賃金）に与える影響についてはどうであろうか。カレツキはライヒマンに次のように答える。「「客観性への義務はここにもう一つの追加を要求する」とライヒマンは書き、続けて私の著作から引用する。「実質粗利潤Pは、固定資本量Kとともに、総産出Yを決定する。というのは、資本稼働率Y/Kは粗収益性P/Kの関数だからである」」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 114］。このときY－Pは労働者実質所得であるが、以上の議論により資本家実質利潤Pも総産出Yも賃金闘争とは独立に決定されるのであるから、労働者実質所得Y－Pもまた賃金闘争とは独立に決定されるということになる。ライヒマンの批判は妥当するかに見える。しかしながらカレツキは、「「客観性の感覚」が私の批判者をして私の著作から次の但書きを引用させなかったのは残念である」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 114］として、『景気循環理論』から次の段落を引用する。「資本稼動度と粗収益性との間の関係は前節において自由競争との暗黙の仮定から導き出されたことに注意すべきである。実質粗利潤Pはそれ以前の投資注文によって完全に決定されるが、部分的にカルテル化されたシステムにおいても賃金率の変化によって影響を受けることはない。このことはしかしながら、総産出Y、それゆえ労働者実質所得Y－Pについては言うことはできない。我々はこれらの問題をいくらか詳しく「景気循環とカルテル」の節において検討する」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 114］。

　さらにカレツキは、「景気循環とカルテル」の節から次のくだりを引用する。「完全にカルテル化されたシステムにおいても資本家は価格引上げもしくは賃金引下げによって自分たちの実質粗利潤を増加させることはできない。しかしながら、この場合において、自由経済の場合とは異なり、労働者実質賃金は引き下げられる。／同様の過程が部分的にカルテル化されたシステムにおいても生じるであろう」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 114］。

　すなわち、賃金引下げが労働者実質賃金に影響しないのは自由競争の場合だけなのである。カレツキは次のように結論付ける。「この観点から、「この景気循環決定論においては有効な……賃金闘争の余地が無い」との私の批判者の主張は、自由競争の条件が捨てられるや否や有効性を失う」［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 115, 省略は原文ママ］。
　以上より、要するにライヒマンは『景気循環理論』を誤読していたということになる。しかしながら、誤読も故無しとはしないであろう。英語版カレツキ全集において、『景気循環理論』は目次を含めて44頁あるが、そのほとんど全編が自由競争との暗黙の仮定によるものであり、「景気循環とカルテル」の部分は2頁相当分の分量しか無い。また、自由競争とカルテルないし独占のいずれが現実経済に妥当するものであるか、少なくとも同書において明示的な言及は見られない。もちろん、景気循環物価統計研究所において実証研究に携わっていたカレツキが現実経済における独占的傾向に気付かなかったわけはない
。しかしながら、方法論の次元において、理論的にはなお自由競争を原則とした上で、あくまでそこからの乖離としてカルテルないし独占を位置付けていたのであった。方法論の次元において独占こそが現代資本主義の常態であると理論的文献において明言されるのは後になってからである。
　ところで、カレツキの理論においては自由競争においてもカルテルないし独占においても資本家は賃金引下げによって資本家利潤を増やすことは出来ないわけであるが、それはあくまで資本家全体についてであって、個々の資本家については話は別であるとカレツキが述べていることはこれまであまり注目されてこなかったように思われる。自由競争との暗黙の仮定の下での考察のくだりにおいてカレツキは次のように述べている。「明らかに、賃金引下げに続いて一定に留まるのは総粗利潤のみである。しかしながら、個々の資本家集団の間においては、利潤の割合におけるシフトが疑いなく存在するであろう。ある部門において賃金引下げが生じると、その部門における資本家の利潤は増加する。同時に、しかしながら、他の資本家は、賃金を引き下げた資本家によって獲得された合計と等しい量を失う」［Kalecki (1933a); CWMK, I, p. 100, 傍点の原文はイタリック］
。カレツキはこれ以上の展開を行っていないが、その含意するところを考察してみることとしよう。

　カレツキの理論は、自由競争における賃金闘争の無効性を導き出すものであるが、これは資本家にとっては賃金引下げの無効性を意味する。しかしながら、個々の資本家はあくまでも自己の私的な利益を追求するのであって資本家階級全体の共同利益を追求するのではない以上、個々の資本家には常に賃金引下げの動機付けがある。しかしながら、それはあくまでも「抜け駆け」において初めて利得が得られるものであって、もしも全ての資本家がそれを行えば誰も利得が得られないとの帰結が得られるであろう。

　より一層興味深い含意はカルテルないし独占においてである。この場合、資本家は自由競争と同様、賃金引下げによって実質利潤を引き上げることは出来ないものの、労働者の実質賃金を引き下げることは可能である。ところで資本家は、慈善家ではないもののサディストでもないはずである。労働者に苦痛を与えんがために、自らの受け取る利潤は不変に留まるのに賃金引下げを行う必然性はない。しかしながら、資本家は資本家階級全体の共同利益の実現を目的としているのではなく、あくまでも自分自身の私的利益の実現を目的としている。よって、自由競争におけると同様、賃金引下げの動機付けは常に存在している。異なるのは、その帰結における労働者の実質賃金の減少である。よって独占資本主義段階においては、自由競争段階と異なり、資本の「自由」な競争に任せていては、労働者の生活水準は常に脅やかされる傾向にあることが判明する。

　一方、賃金引下げは資本家階級全体に対しては何ら利益をもたらさないが、逆に、賃金引上げも資本家階級全体に対しては何ら不利益をもたらさないと言える。もちろん個別資本家にとって、率先して賃金引上げを行うことは自殺行為である。しかしながら、全般的な賃金引上げは、資本家階級全体の利益を損うことなしに、労働者の実質賃金および総生産の増大をもたらしうるのである。だが、個別資本家は言うまでもなく、資本家階級全体としても、あえてそのような行動に出るいわれはないものと言えよう。

　このように、個別資本家の行動とそれが集団的になされることによる意図せざる結果を考察することにより、自由競争資本主義においてではなくまさしく独占資本主義段階においてこそ労働者階級の共同闘争の必然性が理論的に導き出されるのはまことに興味深いと言えよう。カレツキが明示的にこの論理を持ち出していたら、ポーランド共産党員のライヒマンはどのような反応を示したであろうか。

第3節　『景気循環理論』以前のカレツキ

　前節で見たように、『景気循環理論』においてカレツキは、独占資本主義段階における賃金闘争の有効性を理論的に論証しており、かつ、カレツキ自身は同文献においては明示的に展開していなかったとは言え、それは労働者階級の共同闘争の必然性をも示し得たものであった。それでは、『景気循環理論』以前のカレツキはどうだったのであろうか。
　「1920年代のカレツキを知る人々の回想によれば、グダニスク工科大学を離れてから彼は極めてラディカルな見解を保持し、政治的左翼に関係するようになった。彼は共産主義の同調者であった（ただし彼は党には参加しなかった。なぜならば、彼が言ったところによると、彼は自らの独立性を保持したかったからであった）」［Osiatyński (1990), p. 428］。また、カレツキは1931年12月創刊の隔週刊誌『社会主義評論』に参加し、翌年政府によって発行を停止されるまで、ヘンリク・ブラウン（Henryk Braun）というペンネームで頻繁に寄稿していた。1932年にカレツキは同誌にその名も「恐慌期における賃金引下げ」（Kalecki (1932a)）を発表している。以下、その内容を検討してみることとしよう。

　「資本主義の「医師」が、ますます深まる経済恐慌に直面して意気消沈している一方、「やぶ医者」は病んだシステムの全ての病気に対する万能療法を処方している。すなわち賃金引下げである」［Kalecki (1932a); CWMK, I, p. 41］。このような書出しで始まる同論文は、もちろん「やぶ医者」の処方箋に反論するためのものである。

　カレツキは、次のような数値例を元に賃金引下げの影響を考察する。単純化のため社会は資本家と労働者だけから構成されると仮定する。総社会産出を100単位とする。総社会産出のうち60単位が労働者用消費財、20単位が資本家用消費財、20単位が生産手段に使用されるとする。また、労働者賃金は60貨幣単位、資本家利潤は40貨幣単位とする。このとき産出と販売は均衡する。以下、カレツキは次のように議論を進めていく。
（A）労働者の貨幣賃金が20％引き下げられたと仮定する。すると労働者は消費財を60単位ではなく48単位しか購入できなくなる。このとき資本家利潤は労働者所得の減少分だけ増えて52貨幣単位となる。以前と同様、資本家は所得の半分を消費に、残りの半分を貯蓄に回すとすると、ここで新しい均衡は、消費財が労働者用消費財74単位、生産手段が26単位、計100単位で成立するように思われる。

（B）しかしながら、「新しい所得分配への産出のそのような調整は生じない」［Kalecki (1932a), CWMK, I, p. 42, 傍点の原文はイタリック］。第1に、ここで消費財の産出は80単位から74単位に減少しているが、消費財の生産者は産出を削減する理由はない。なぜならば、しばらくの間は、彼らの利潤は労働者賃金の引下げのおかげで増加しているからである。第2に、ここで生産手段の産出は20単位に増加しているが、賃金引下げによって利潤が増加しているとしても生産手段の生産者は産出を直ちに増加させることはない。なぜならば、恐慌の間、設備は能力以下で稼動しているからである。よって、消費財生産は80単位のままであるところ、74単位が購入されるので6単位売れ残る。消費財価格の低下により労働者は48貨幣単位で労働者用消費財54単位（80－26）を全部購入できるであろう。
（C）「しかしながら、賃金引下げがそのような影響しか与えないとしたら、基本的な問題が明らかに心に浮かぶであろう。すなわち、最終的な分析において、賃金引下げは本当に労働者を悪影響を与えないのであろうかと」［Kalecki (1932a), CWMK, I, p. 42］。そこでさらに考察すると、やはり賃金引下げは労働者に悪影響を与えることが判明する。第1に、労働者用消費財の価格下落にはある程度時間が掛かるため、移行期間において労働者は物価低下の利益の一部しか享受できないであろう。第2に、労働者が強固に抵抗しないかぎりこの移行期間は恒久化するであろう。なぜならば、個々の資本家は物価下落を賃下げの結果であると認識せず外的な要因とみなすため、物価下落からさらなる賃金引下げをという結論を引き出すであろうからである。第3に、これまでの議論は資本家と労働者だけから成る単純化の仮定の下でなされていたが、実際には中間的な階層が存在するため、物価下落の利益の一部は中小ブルジョワジーに収奪されるであろう。

　このようにしてカレツキは、恐慌期における賃金引下げは労働者階級の生活水準とその社会所得に占める割合の低下をもたらし、かつ、社会所得に占める資本家の割合の増加はますます売れ残りの労働者用消費財在庫に流れていき、これはさらなる産出の縮小をもたらし恐慌を深めることになると結論付ける。ここには『景気循環理論』におけると同様の発想が見られるものの、しかし論理的には矛盾を孕んだものと言わざるを得ない。

　Aは以下の議論において反論の対象とされるものとして提示されている。だが、ここには生産水準の上昇は見られない。「やぶ医者」は労働者の賃金引下げこそが恐慌からの脱出すなわち生産水準の上昇をもたらしひいては労働者のためにもなると少なくとも表向きは主張するのであるから、Aから議論を出発させるのは意味が無い。

　B以下でカレツキ自身の理論が示されるが、数値例に疑問がある。消費財が6単位売れ残るがゆえに物価下落が生じるとするのはいいとして、なぜその6単位が全て労働者に購入されるのか。48貨幣単位を持つ労働者と26貨幣単位を消費財支出に向ける資本家とに按分されると考えるべきではないか。あるいは労働者用消費財（賃金財）と資本家用消費財（奢侈財）との間には非代替性があるとするのであれば、物価下落以前に資本家が消費財購入を6単位増やしていることの説明がつかない。さらに問題なのは、Cにおけるカレツキの論理展開につなげるためには、物価の変動を考慮すると賃金引下げは労働者に悪影響を与えることはないかのように見えるということを言わねばならないところ、カレツキの数値例に従うと労働者が購入できる消費財は実質タームで54単位、仮に物価下落の利益を労働者と資本家に按分した場合には80×48/74＝51と33/37単位と、いずれにせよ当初の60単位より悪化していることである
。

　よって、「恐慌期における賃金引下げ」に見られる1932年時点のカレツキは、特に自由競争が貫徹しない場合においては労働者の賃金引下げは有害であるという根底にある思想においては1933年の『景気循環理論』に先行していたものの、それを首尾一貫したそれなりに説得力のある理論的な形で提示するには至っていなかったということになる。カレツキのその、おそらくは1932年以前に遡り得るであろう思想を、理論的に展開する準備が出来たのがまさに1933年の『景気循環理論』なのである
。

第4節　『景気循環理論』以後のカレツキ

　以下、『景気循環理論』以後における展開を見てみよう。
　カレツキによる初の本格的な単行本である『経済変動理論論文集』（Kalecki (1939a)）では、第3章の「貨幣賃金と実質賃金」においてカレツキはまず、(1)自由競争、(2)俸給稼得者と肉体労働者は貯蓄しない、(3)様々なタイプの賃金と俸給は同一割合で変化、(4)企業家と金利生活者の消費性向は等しい、(5)利子率一定、といった単純化の仮定を置く。続いてそれらの仮定を次々と取り除いていきながら、自由競争においては貨幣賃金の引下げは産出と雇用を変化させることなく貨幣賃金と同率での一般物価水準の下落をもたらすのみで、不完全競争においては貨幣賃金の引下げは実質賃金並びに賃金罪生産部門における産出及び雇用の減少をもたらす傾向にあることを理論的に説明していく。なお、その際、マルクスの再生産表式を独自に利用した3部門から構成される再生産表式が想定されている。また、実証的な裏付けとして「ブルムの実験の教訓」（Kalecki (1938a)）を挙げる。

　『貨幣賃金と実質賃金』（Kalecki (1939b)）においてカレツキは、『経済変動理論論文集』と同様、貨幣賃金引下げの影響について、完全競争の場合、不完全競争の場合と順に考察を進めており、さらに独自の考察として開放経済の場合についても検討している。賃金引下げによる物価の下落は世界市場における競争力を高め、輸出の拡大により生産と雇用に好影響を与えるであろう。しかしながら、輸入原材料価格が一定であるためそれらを生産に用いる製品の価格低下はゆるやかになり、実質賃金は低下し、労働者の購買力は低下し、賃金財を生産する産業に悪影響を与える。よって最終的な結果は賃金引下げによる輸出拡大の程度に依存することとなるが、貿易相手国の保護貿易を考慮すると、貨幣賃金の引下げが生産と雇用の拡大をもたらすことはありそうもないとカレツキは結論付ける。さらにカレツキは、ポーランドにおける貨幣賃金と実質賃金との動向について実証を行い、自らの理論が裏付けられたとしている。

　ところで、カレツキが開放経済における賃金引下げについて論じたのはこれが初めてではない。実のところ、『景気循環理論』において既に、自由競争及びカルテルないし独占のそれぞれの場合について、いずれの場合においても閉鎖経済の場合とは異なり賃金引下げによって資本家は貿易黒字の形で利潤を増加させることが可能であるとカレツキは論じていたのである［Kalecki (1933a); CWMK, I, p. 101, 108］
。だが、これは、「もしも貿易黒字を増加させることが出来れば」と言い換えられるべきであろう。一国の政策による貿易黒字の増加は他国が対抗措置を取らないかぎりにおいて実現される。1933年時点のカレツキはその政治経済学的メカニズムについていまだナイーブであったと言わざるを得ない。しかしながら、思い起こしてみるならば、カレツキは『景気循環理論』において、賃金引下げは資本家階級全体の利潤を増加させることはないものの個別資本家の利潤を増加させることはあり得ると論じていたのであった。ここでの資本家階級全体を世界資本家に、個別資本家を一国資本家になぞらえるならば、容易に開放経済に議論を拡張することが可能であり、貿易黒字による一国資本家の利潤増を導き出すことが出来たであろう。そしてまさに同じアナロジーによって、先にカレツキの含意を考察した際と同様、資本家間＝国家間の「抜け駆け」競争の結果、誰も利得を得ることは出来ないのである。
　さて、カレツキは、賃金引上げが階級全体としての資本家の利潤を減少させることなく雇用と産出の増加をもたらすことが理論的に可能であることを論証したわけであるが、しかしこのことは、それが現に行われるであろうことを直ちに意味するわけではない。ここにおいて、政治経済学の範疇としての階級闘争の問題が生じることとなる。
　『経済変動理論論文集』の第3章「貨幣賃金と実質賃金」の末尾においてカレツキは次のように結論付ける。「確かに、賃金闘争は国民所得の分配における根本的な変化をもたらすことはないであろう。所得税と資本税がこの目的を達成するための遥かに強力な武器である。と言うのは、これらの課税は（商品税と異なり）主要費用に影響せず、したがって価格を引き上げる傾向にないからである
。しかし、このような方法で所得を再分配するためには、政府はそれを遂行するための意志と能力とを持たねばならないが、このことは資本主義システムにおいてはありそうもないことである」［Kalecki (1939a); CWMK, I, p. 285］。

　すなわち、賃金闘争は物価上昇によって帳消しにされてしまうかも知れないところ、むしろ重要なのは政府の役割であり、そして資本主義システムの下では政府は結局のところ労働者階級の利益を代表することはないとカレツキは見なしているのである。しかしながら、賃金引上げは確かに国民所得に占める賃金の割合を引上げはするものの、それはパイの拡大によってもたらされるのであって、階級全体としての資本家利潤の絶対額を引き下げることはないにもかかわらず、なぜ資本家は賃金引上げに反対するのであろうか？

　それに答えたのが「完全雇用の政治的側面」（Kalecki (1943)）である。「確かに利潤は概して自由放任の下でよりも完全雇用体制の下での方がより高いであろう。そして、労働者の交渉力の強化の結果として賃金率が上昇したとしても、それは利潤を減少させるよりも価格を上昇させ、したがって金利生活者の利益のみに悪影響を与える。しかし、「工場内の規律」と「政治的安定性」が利潤よりも産業界の指導者にいっそう重視されるのである。彼らの階級本能は、永続する完全雇用はそれらの観点からすると不健全であり、そして失業は「正常」な資本主義システムにとって欠くことの出来ない部分である、と語るのである」［Kalecki (1943), CWMK, I, p. 351］。また、むしろこの方が有名であろうが、同論文の改訂版においてカレツキは端的に次のように指摘する。「完全雇用を維持する方法を知っていさえすれば、資本主義経済において政府はそれを行うであろうとの仮定は間違っている」［Kalecki (1961); (1971b), p. 138］。

　ここにおいて、工場内における賃金闘争が真にその実効性を持つためには、労働者階級が権力を掌握しなければならないという社会主義革命が主張されることとなる。カレツキがその問題を論じたのが「民主的計画の最小限の要素」（Kalecki (1942)）である
。

　カレツキはまず、今日では社会主義者に限らず多くの集団が計画経済に好意的であるとして、重要なのは社会主義的ないし民主主義的計画と独占資本主義的計画との区別であると指摘する。「民主主義的計画は、主要な勤労消費者大衆の利益を真に代表する政府と国家機関によって指揮されねばならない」［Kalecki (1942); CWMK, III, p. 270］。

　そして、労働党は幻想を持ってはいけないと言う。「独占資本主義者のグループが強固に抵抗するのは、問題となっているのが彼らの利潤というよりも彼らの個人的及び社会的権力だからである。その権力は2つの形態を取る。全体としての社会における権力と産業における労働者に対する権力とである。第1の形態の権力が存続するかぎり、第2の形態の権力を減少させるための労働組合を通じての工場内における労働者による努力は、限定的な成功しか得られない。工場内における労働者の権利やより効果的な労働者の代表、例えば労働者評議会や生産委員会など、を求めての闘争は、もちろん、極めて重要であり、後に見るように、資本主義に対する全面的な闘争において死活的な役割を持っている。しかしそれは、大資本家の利益集団によって社会全体に行使される権力を打倒するために必要な政治的闘争の代替物とは決してなり得ない」［Kalecki (1942); CWMK, III, p. 271, 傍点の原文はイタリック］。大資本家グループは今日では国家内国家を構成するほどであり、保守党、官庁、高位の軍人、司法、専門家等と共に「支配階級」を形成している。これは階級的権力であり、「この権力は捉えにくい様々な方法で発揮され得るのであって、例えば労働党政府による単なる立法措置のような形式的な法律によっては打ち破ることはできない。それは、単に彼らの政治的影響力ではなく、その現実の基礎、すなわち、彼らが実質的に変わらぬ支配を及ぼしているところの巨大な生産力における彼らの経済的権力を打倒することによって初めて打ち破ることが可能なのである［Kalecki (1942); CWMK, III, p. 271］。

　このように述べて、労働党が政権を握ってまず目的とすべきこととして、社会における権力関係の変化を掲げる。それは労働者に自信を与えるものでなければならず、また断固として実行されなければならない。フランス人民戦線政府の轍を踏んではならないともされる。また、戦後の復興期に労働党の好機が訪れるとする。完全雇用は労働者の間に自信を生み出す。「その時こそ労働党が政治的権力を最大限に発揮すべきであろう。大胆にストライキを、激しくストライキを。この時に持続する社会革命の基礎が築かれるであろう。社会革命なくして社会主義計画は不毛な夢に留まるであろう」［Kalecki (1942); CWMK, III, p. 274］。このようにカレツキは締め括る。

　カレツキの死の翌年に発表された「階級闘争と国民所得の分配」（Kalecki (1971a)）は、まさにこの主題についてのカレツキの集大成である。これまでと同様、「労働組合の権力の増大を示す賃金上昇は、古典派経済学の教えとは反対に、雇用の増大をもたらす。逆に、労働組合の交渉力の弱体化を示す賃金低下は雇用の減少をもたらす」［Kalecki (1971a), p. 7; CWMK, p. 102］との理論的な結論が引き出される。さらに政治経済学的な主張として、「賃金交渉以外の形態の階級闘争」［Kalecki (1971a); CWMK, p. 102］として物価統制や、利潤に対する直接税によって調達された賃金財への価格補助金を挙げ、「そのような方策が労働組合と連合した政治党派によって議会において実行されない場合には、労働組合の権力が支援ストライキ運動を組織するために使われるかもしれない。古典的な日々の賃金交渉だけが労働者に有利になるように国民所得の分配に影響を与える唯一の手段ではないのである」［Kalecki (1971a); CWMK, p. 103］と述べている。まさしくこれは、「民主的計画の最小限の要素」の延長線上にあるものである。また、これまたカレツキの死の翌年にコヴァリクと共著で発表された「「決定的な改革」についての考察」（Kalecki and Kowalik (1971)）における、「最近の学生運動は、歴史の舞台に登場しつつある新しい世代を操るためのブルジョワ権力機構の能力が低下しつつあることの前兆であるように思われる、との慎重な主張を表明することも出来るであろう」［Kalecki and Kowalik (1971); CWMK, II, p. 476］との主張とも一続きのものであろう
。

第5節　おわりに

　第2次世界大戦後にイギリス労働党が取るべき路線についての主張や1970年当時の学生運動についての主張には今日の目から見て違和感があるのは事実であろうが、かつてのマルクス主義ないし左翼一般にとって、それほど掛け離れた主張ではあるまい。むしろ重要なのは、そうした政治経済学の範疇に属する主張が首尾一貫した理論経済的裏付けを有していたということである。有効需要の原理のみならず内生的貨幣供給論の起源としても注目される『景気循環理論』は、必ずしも明示的に展開されていなくてもその含意するところからすれば、「階級闘争と国民所得の分配」の起源でもあったのであり、それは理論経済学的にも政治経済学的にも言えるのである。
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� 例えばRiach (1971)、Asimakopulos (1975)などを参照のこと。


� Kalecki (1962b)収録のKalecki (1962a)の英訳。Kalecki (1962b)全体の英訳がKalecki (1966)である。Kalecki (1962a)の英訳は論文集であるKalecki (1971b)にも収録され、以後、多くの研究は同論文集から引用を行っている。


� Jossa (1989)は、報告者が知るかぎり、カレツキ研究のうちタイトルに階級闘争の語を含む唯一の事例だが、その内容はほとんど理論経済学の範疇としての所得分配理論の検討に終始している。


� 例えばKalecki (1933d)を参照のこと。


� 同様の内容が「答弁」の脚注にも見られる［Kalecki (1933b); CWMK, I, p. 111, n4］。


� 54単位についてはOsiatyński (1990), p. 430, も指摘している。


� なお、「恐慌期における賃金引下げ」と『景気循環理論』との間にカレツキは「恐慌の「資本主義的」克服は可能か？」（Kalecki (1932b)）と「景気循環に対するカルテル化の影響」（Kalecki (1932c)）を著している。前者は賃金引下げが恐慌を悪化させること、後者は自由競争よりもカルテルないし独占の方が景気循環を増幅させる（恐慌をより深める）ことを論じているが、いまだ理論としては熟していないと言えよう。


� 開放経済についてはKalecki (1933c)も参照のこと。


� 詳しくはKalecki (1937)を参照のこと。


� ただし、同文献の著者性には疑問があるとして、英語版カレツキ全集においては本文ではなく付録に収録されている。同文献はイギリス労働党内の一グループである「社会主義解明グループ」の機関誌に掲載されたものであるが、掲載当初は無記名で発表され、そのポーランド語への翻訳においては著者は「社会主義解明グループ」であるとしながら「この報告はカレツキ氏の講演の後に彼と共同で作成されたものである」と注記されていた［Osiatyński (1992), p. 269］。ここでは仮に共著であるとしてもカレツキに著者性を認めることとする。


� Kalecki and Kowalik (1971)については、本学会第4回大会での報告をもとにした山本 (2001)を参照のこと。
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